
独立行政法人国立公文書館の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２１年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

監事（非常勤）

各取組は計画的かつ着実に実施されており、目標値を達成するなど業務は順調に実施されてい

る。「パブリック・アーカイブズビジョン」の基本理念の実現を目指し、自主的、主体的な努力の成果

が認められるとの評価を受けており、役員報酬は一般職の国家公務員の給与水準に準じた支給を

行っている。

平成20年度に措置された一般職の国家公務員の給与改定に準じ、４月より地

域手当の支給割合を１6％から１7％に引き上げた一方、６月期の期末手当の暫定

的な引下げを措置した。また、12月には一般職の国家公務員の給与改定に準じ、

報酬月額を引き下げるとともに、12月期以降の期末手当の支給割合を引き下げる

改定を行った。

平成20年度に措置された一般職の国家公務員の給与改定に準じ、４月より地域

手当の支給割合を１6％から１7％に引き上げた一方、６月期の期末手当の暫定的

な引下げを措置した。また、12月には一般職の国家公務員の給与改定に準じ、報

酬月額を引き下げるとともに、12月期以降の期末手当の支給割合を引き下げる改

定を行った。

般職国家公務員の給与改定に準じ 報酬月額を引き下げる改定を行 た
監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２１年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

13,038 8,761 2,682
105

1,489
（通勤手当）
（地域手当）

7月7日

千円 千円 千円 千円

6,617 3,426 2,554
54

582
（通勤手当）
（地域手当）

7月7日 ＊

千円 千円 千円 千円

11,049 7,428 2,282
75

1,262
（通勤手当）
（地域手当）

7月7日 ◇

千円 千円 千円 千円

4,939 2,488 1,880
147
423

（通勤手当）
（地域手当）

7月7日

千円 千円 千円 千円

該当者なし － － － （　　　　） － －
千円 千円 千円 千円

該当者なし － － － （　　　　） － －
千円 千円 千円 千円

3,584 3,584 － － （　　　　） － －
千円 千円 千円 千円

3,584 3,584 － － （　　　　） － － ＊

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入している。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。

退職公務員「*」 役員出向者「◇」 独立行政法人等の退職者「※」 退職公務員でその後

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

A館長

Ａ理事

A監事
（非常勤）

Ｂ監事
（非常勤）

理事
（非常勤）

監事
（常勤）

前職

Ｂ館長

Ｂ理事

一般職国家公務員の給与改定に準じ、報酬月額を引き下げる改定を行った。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　　　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

注3：千円以下を切り捨てているため、総額と内訳の合計は一致しない。



３　役員の退職手当の支給状況（平成２１年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

18,463 8 3 平成21年7月7日 1.0 ＊

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

摘　　要法人での在職期間

　至った事由を記入している。

館長

理事

在職期間中の業績が考
慮され、内閣府独立行
政法人評価委員会によ
り左記のとおり決定され
た。

監事



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　６月１日及び１２月１日に在職する職員に対し、勤務成績及び在職期間に応じ、それぞれ

　６月３０日、１２月１０日に支給する。

毎年１月1日において、前１年間におけるその者の勤務成績に応じて行うもの。
昇給

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当

（査定分）

制度の内容

第2期中期目標期間の最終年度である平成21年度末には、中期目標に従い、行政改革の重要

方針（平成17年12月閣議決定）を踏まえ、常勤職員１名の削減を行い人件費の削減に努めた。ま

た、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７

号）を踏まえて平成22年度末までに３人の削減を予定しており、更なる業務の効率化を図っていくこ

ととしている。

特定独立行政法人として国家公務員の身分を有していることから、職員給与は一般職の国家公

務員の給与水準に準じたものとしている。

職員の勤務成績に応じて６月期及び１２月期の勤勉手当を支給する。また、昇給に当たっては段

階区分を設け、人事評価による勤務成績に応じて実施する。

毎年１月1日において、前１年間におけるその者の勤務成績に応じて行うもの。

　ウ 平成２１年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

27 47.4 8,036 5,954 192 2,082
人 歳 千円 千円 千円 千円

26 47.6 8,084 5,986 188 2,098
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －

注１：研究職種については該当者が１名のため 当該個人に関する情報が特定されるおそれのある

昇給

事務

研究職種

うち賞与平均年齢
平成２１年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

うち所定内人員

１．平成２１年４月１日より一般職の国家公務員の給与改定に準じ、以下のとおり改正した。

①給与構造改革における地域間給与配分の見直しに伴い、地域手当の支給割合を引き上げた。

（東京：１６％→１７％，つくば：８％→１０％）

②課長補佐相当職への職責手当を廃止し、内閣府と一体となって国の機関と調整等を行う業務の特殊

性等にかんがみ、課長補佐相当職以下の職員に対して業務調整手当を支給。

（1級1,800円、2級2,200円、3級5,800円、4級7,400円、5級37,100円、6級38,800円、7級41,400円）

２．平成２１年６月の一般職の国家公務員の給与改定に準じ、以下のとおり改正した。

①平成21年6月期の期末勤勉手当の暫定的な引下げを行った。

３．平成21年12月の一般職の国家公務員の給与改定に準じ、以下のとおり改正した。

①若年層を除き、事務職、役員報酬等全俸給表の俸給月額を引き下げた。

②平成21年12月期以降の期末勤勉手当の支給割合を引き下げた。

注１：研究職種については該当者が１名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある
　　　ことから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。
注２：在外職員、任期付職員、再任用職員及び非常勤職員は該当がないので記載を省略した。



② 年間給与の分布状況（事務職員／研究職員）

（事務職員）

注１： グラフのうち、年齢20～23歳、28～31歳及び48～51歳の該当者はいずれも１人のため、当該個人に関する情
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人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（事務）
人千円

注１： グラフのうち、年齢20 23歳、28 31歳及び48 51歳の該当者はいずれも１人のため、当該個人に関する情
　　　報が特定されるおそれのあることから、年間給与については表示していない。
注２： グラフのうち、年齢24～27歳及び36～39歳の該当者はそれぞれ４人以下であるため、当該個人に関する情報

　　　が特定されるおそれのあることから、第１・第３分位を表示していない。
注３： グラフのうち、年齢32～35歳及び40～43歳には当館に該当者はいない。

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

4 57.3 － 10,816 －

11 53.3 8,748 9,122 9,718

5 39.1 5,440 5,851 6,795

4 32.8 － 3,580 －

（研究職員）

　当法人における研究職員は１名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

研究職員に係る年間給与の分布状況に関する記載は省略した。

平均平均年齢人員
分布状況を示す

グループ

本部課長補佐級

本部課長級

本部係長級

本部係員

注１：本部課長級及び係員は該当者が４人のため、第１・第３分位については記載していない。

注2：該当者が１人の職位については当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること
　　　から、記載していない。



③  職級別在職状況等（平成２２年４月１日現在）（事務職員／研究職員）

（事務職員）

計 １０級 ９級 ８級 ７級 ６級

人 人 人 人 人 人

26 2 5 5
(     %) ( 　 %) ( 7.7 %) (19.2 %) (19.2 %)

歳 歳 歳 歳 歳

59 58

～ ～ ～ ～ ～

55 46
千円 千円 千円 千円 千円

8,110 7,167
～ ～ ～ ～ ～

6,700 6,435
千円 千円 千円 千円 千円

11,059 9,784

～ ～ ～ ～ ～

9,251 8,760

５級 ４級 ３級 ２級 １級

人 人 人 人 人

4 2 4 1 3
( ) ( ) ( ) ( ) ( )

所定内給与年額
(最高～最低)

年間給与額
(最高～最低)

補佐
な職位

人員

（割合）

区分

標準的
次長

年齢
（最高～最低）

補佐 係長

区分

な職位

課長 課長 補佐

標準的
係長 係員 係員

人員

（割合） (15.4 %) (  7.7 %) (15.4 %) (3.8 %) (11.5 %)
歳 歳 歳 歳 歳

55 37 26

～ ～ ～ ～ ～

47 29 23
千円 千円 千円 千円 千円

6,874 4,221 2,430

～ ～ ～ ～ ～

5,575 3,151 2,277
千円 千円 千円 千円 千円

9,195 5,666 3,311

～ ～ ～ ～ ～

7,712 4,231 3,022

注：８級、４級及び２級における該当者がいずれも２名以下のため、当該個人に関する情報が特定される
　　おそれのあることから、「年齢（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

（研究職員）

計 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

人 人 人 人 人 人 人

1
（　 　　%） （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円
年間給与額
(最高～最低) ～～

～ ～ ～ ～ ～

所定内給与年額
(最高～最低)

首席研究官

年齢
（最高～最低） ～ ～～ ～

主任研究官

～

研究官
な職位

人員

（割合）

～ ～

首席研究官 首席研究官 研究官

～

～

区分

～ ～

標準的

年間給与額
(最高～最低)

（割合）

年齢
（最高～最低）

所定内給与年額
(最高～最低)

注：当法人における研究職員は１名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　 「職級」及び「標準的な職位」を除き記載していない。



④ 賞与（平成２１年度）における査定部分の比率（事務職員／研究職員）

（事務職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

57.3 58.9 58.1
％ ％ ％

42.7 41.1 41.9
％ ％ ％

46.2 42.8 44.2

～ ～ ～

38.7 34.3 36.4
％ ％ ％

64.4 68 66.3
％ ％ ％

35.6 32 33.7
％ ％ ％

41.8 37.3 38

～ ～ ～

32.7 29.1 30.8

（研究職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

         最高～最低

区分

一律支給分（期末相当）

一般
職員

管理
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

         最高～最低

区分

％ ％ ％

％ ％ ％

注：当法人における研究職員は1名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから

    記載していない。

⑤

（事務・技術職員）

　　 対国家公務員（行政職（一）） 109.5

　　 対他法人 103.3

（研究職員）
　　 対国家公務員（研究職） 82.1
　　 対他法人 81.4

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

一般
職員

律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

         最高～最低

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標
（事務・技術職員／研究職員)

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出



給与水準の比較指標について参考となる事項

（事務・技術職員）　地域勘案　　 ９７．３

　　　　　　　　　　　　 学歴勘案　 １０６．５

参考                   地域・学歴勘案　　９５．２

（研究職員）　　　　　地域勘案　　 ７９．７

　　　　　　　　　　　　 学歴勘案　 　８１．７

         　        地域・学歴勘案　　７９．７

内容

対国家公務員　　（事務・技術職員）１０９．５　　（研究職員）８２．１

項目

国に比べて給与
水準が高くなっ
ている定量的な
理由

給与水準の適切
性の検証

　地域格差を考慮した対国家公務員指数が９７．３であることから、職員の９
割が東京都区部在勤で、地域手当支給額が国家公務員の平均値に比し高
額となっていることが影響しているためである。

指数の状況

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９９．８％
　（国からの財政支出額２，０７４百万円、支出予算の総額２，０７９百万円：
平成２１年度予算）
【検証結果】
　当館が行う事務・事業は、国自らが果たすべき基本的責務にかかわるもの
であり、現用文書も含めた我が国公文書の管理システムの一環である。この
ような事務・事業の性格上、自己収入を大きく見込むことは困難であることか
ら、ほとんどを運営費交付金によりまかなっているところである。
　また、厳格な政治的中立性・守秘義務が求められることから特定独立行政
法人として存置され、国家公務員の身分を有しているものである。法人として存置され、国家公務員の身分を有しているものである。
　以上から、当館の職員の給与水準については、国と全く同一水準のものと
しており、適切と考える。

　当館の役職員の給与水準は、特定独立行政法人として国家公務員の身
分を有していることから、国と全く同一の水準となっている。したがって、人事
院勧告に基づく給与制度改革と同様の措置を講じているところである。
　今後も引き続き国の給与構造改革に準じた給与の見直しに取り組んでい
くこととしている。

講ずる措置

管理職の割合

　１４．６％
　（管理職員６名、全職員４１名：平成２２年４月１日現在）
【管理職割合の改善の取組状況】
　次長以下、本館に２課、１室（スタッフ職）、分館を組織するほか、特別の機
関を附置しているが、必要最小限度の組織構成により、限られた人的資源
を有効に配置している。

　
<参考>
  ①平成２２年度に見込まれる対国家公務員指数
　　　　・年齢勘案　　　　　　　　 １１０．９
　　　　・年齢・地域・学歴勘案　　９７．０
　②具体的な改善策
　　　　上記のとおり
　③給与水準是正の目標水準
　　　　当館の役職員の給与水準は国と全く同一である
　④達成の具体的期限

平成２２年度を期限とする国の給与構造改革に準じて取り組んでいく

大卒以上の高学
歴者の割合

　４８．７％
　（大学卒業以上２０名、その他２１名：平成２２年４月１日現在）

支出総額に占め
る給与、報酬等
支給総額の割合

　１９．０％
　（給与、報酬等支給総額３８９百万円、支出総額２，０５１百万円：平成２１
年度決算）

【累積欠損額について】
累積欠損額０円（平成20年度決算）

　　　　平成２２年度を期限とする国の給与構造改革に準じて取り組んでいく



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成21年度）

前年度
（平成20年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

（注１）A～Ｄ欄の合計と最広義人件費は端数処理の違いにより数字は一致しない。

（注２）本表と財務諸表の附属明細書とは端数処理の違いにより数字は一致しない。

総人件費について参考となる事項

(     －   )

(   △4.5 )

0 (   －　 )

比較増△減

退職手当支給額

407,086 (   3.2　 )

49,409 49,409

(  26.2   )

(   49.1  )(   29.4 ) 84,013255,083

11,959△18,192

区　　分

最広義人件費

13,915

給与、報酬等支給
総額

388,894

49,409

福利厚生費

159,295

67,020 61,438 5,582

760,406 665,624 (   14.2 )
(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

(   26.5   )94,783

(    9.1 )

中期目標期間開始時（平
成17年度）からの増△減

非常勤役職員等
給与

197,099 57,984

総人件費改革の取組状況

基準年度
（平成17年度）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

44 44 43 43 43

0 △2.3 △2.3 △2.3

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

人員数
（人）

人員純減率
（％）

年　　　度

・給与、報酬等支給総額は対前年度比４．５％減少しているが、主な要因は、年度途中退職者（死亡）があった

ことによるもの等である。

・非常勤役職員等の給与は対前年比２９．４％増加しているが、主な要因は、業務の増大、専門家の確保の必要性

等による短期の非常勤職員の新規採用等によるものである。

・最広義人件費は対前年度比１４．２％増加しているが、役職員４名の退職に伴う退職手当の支給及び上記理由

による非常勤役職員等の給与増加によるものである。

・人件費削減の取組

[中期目標] 「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏まえ、平成１８年度以降の５年間

において国家公務員に準じた人件費の削減を行うとともに、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与

体系の見直しを進めること。

[中期計画] 「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏まえ、平成１８年度以降５年間で

平成１７年度末に対して５％以上の人員削減を行うこととし、今中期目標期間中に常勤職員１名の削減を

行うとともに、役職員の給与に関し、俸給水準の引き下げを行うなど、国家公務員の給与構造改革を踏ま

えた見直しに取り組む。

[基準日(平成18年3月31日)現在の人員] ４４名（役職員数）

特になし
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